＜　実績報告提出時の注意事項　＞

[bookmark: _GoBack]「実績報告書（様式第8）」の（4）事業成果、（6）事業がもたらす効果の項目には補助事業の結果を数値（売上や客数の実施前・後の変化）や顧客からの声などを交え具体的に記述してください。「機械を購入して終了」「工事をして終了」ではなく、その結果「販路開拓にどうつながったのか」という内容であることが必要です。


1.　実績報告時の提出書類については、下記①～③が必須です。その他書類は該当者のみの提出となります。→　★【手引き】P12～21
　　①　実績報告書（様式第8）※捺印のうえ、原本を提出
　　②　経費支出管理表および支出内訳書（様式第8・別紙3）
　　③　経費支出の証拠書類の写し（支出経費ごとの仕様書～成果物写真等）
※　証拠書類は「経費支出管理表」の証ひょう番号ごとに分け、時系列順にしてください。サイズはA4で揃えコピーを提出してください。（ホチキスは使用せずクリップ止めでお願いします。）

2.　補助事業期間中に収益が生じた場合は、「収益納付に係る報告書（実績報告書・別紙4）」を提出してください。→【手引き】P60（収益納付について）。

3.　50万円（税抜）以上の取得財産（車両・機械・外注工事等）がある場合は「取得財産等管理明細表（様式第11-2）」を提出してください。併せて「取得財産管理台帳（様式第11-1）」を作成し、事業者自身で保管してください。
　　（事務局への提出は11-2のみです。）→【手引き】P61（取得財産の管理について）。

4.　補助事業関係書類は、事業終了後5年間保存しなければなりません（2024年3月31日まで）。全国商工会連合会や国の会計検査院から求めがあった際に、いつでも閲覧に供せるよう保存をお願いします。
